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における土地と農民家族

佐　藤　芳　行

はじめに

エフイメンコ(A.Я.EФИMeHKO)は、その著書「南部ルーシ」 (1905年)において、ポー

ランドが「いつも、始源的なスラヴ的生活原理とそれに直接に熊いかかった西欧的生活の影響、

ドイツの影響とのたたかいが行なわれた舞台」であったと述べている('Lドイツの影響は、 1557

年にポーランド国王ジギスムント・アウグストウス2世によって7-7ェ法(レ-エン法)に

もとづく農業改革が始められ、古い土地利用形態に代わりフ-フェ制(Hufe,wldka.BOJioKa)

が導入されたことや、また就役にもとづく領主直営農場(folwarka, Vorwerke)が発展したこ

とに端的に表現される。

これと同様な発展は、ロシア帝国内の右岸ウクライナ(西南部) -旧くからリトアニア大公

国領の一部を構成し、 1567年におけるポーランド王国との合同から18世紀末におけるロシア帝

国領への編入まで「ポーランド共和国」韻の一部(南莱部)を構成していた地域一についても

指摘することができる。 19世紀後半から20世紀初頭には、この地域はグーツヴイルトシャフト

の発展を特徴とする、まさしくロシア帝国内の「東エルベ地域」と呼ぶにふさわしい領域であっ

た。しかし、同じくウクライナに属する小ロシア諸県(チェルニゴフ県、ポルタヴァ県、バリ

コフ県など)の農業史・土地制度史については、帝政ロシア時代から、ルチッキー　H.

JlyMHUKH員)などによって研究が行なわれてきたのに対して、右岸ウクライナ(西南部)の

農業史、特に農民共同体・家族史については、詳しい研究が行なわれてこなかった。この地域

でも′トロシアと同様な発展がなされてきたであろうことが推測されてきたに過ぎない。例えば

村落共同体の研究者、コイスラー(Johannesvon Keussler) (21は、次のように述べている。

「キエフ県(少なくとも、ウクライナに属する、その西部)は、 [17陛紀末まで′トロシアと]

歴史的運命を共有し、同じ経済的諸条件の下で発展してきたのであるから、もっと研究すれば、

同県についてもより初期の時代には同じ土地所有秩序を明らかにするであろう.しかし、西部

および北部諸県の農民的土地所有の歴史については、この間親を詳細に検討することを可能に

する以上の資料はわずかしかない。今日[19世紀末]の事態に関する限り、北部および西部に

進むほど、個人的所有権がきわだって強く見えてくると述べるだけで十分であろう。」

それでは、小口シア(左岸ウクライナ)では、どのような発展が見られたのであろか。コイ
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スラーは、ルテッキーなどの実証研究に依拠し、かつ「マルク共同体の衰退」という視角から

小ロシアの農業史的発展を次のように整理する。

1. 17-18世紀以前の初期の時代には、まだ自由な土地が豊富に存在しており、土地の「自

由占取」が行なわれていた。そのような自由占取は、 「村落、散居世帯、市場集落の集合

体」をなす「百人組」 COTH月)またはいくつかの「百人組」を含む「隊」 (nojiK)、す

なわち土地を共有する「マルク団体」の韻城内で行なわれていた。そして、その際、農民

たちが土地を占取・保有(開墾・耕作)する際の基本的な単位は、ドヴオリシチェ

(且Bopnme)やシャープル(C只6p)と呼ばれる血縁団体(Do且, nne¥柑)-オモヤ(ABOP)

とその周辺のいくつかの個別家族の家(xaTa)に住む人々の団体-であったと考えられ

る。

2.しかし人口増加が進むとともに村落は大きくなり、それと同時に占取される土地面積が

拡大し、自由占取可能な土地は減少してゆく。しかし、それでも1767年の「ルミヤンツオ

フ台帳」 (PyMHHUOBCKa只　onncb)でもまだ、共同体地が共同体(村落)、百人組、い

くつかの百人組(隊)のいづれに属するかは区別されており、また個々の共同体成員が個

人的に保有する相続地と共同体地とははっきりと区別されていた。一方、人口増加や耕地

の拡大とともに農耕方式も変化し、三閲制が導入されると、農民は「交替する土地で」 (Ha

nepevieHHbix　3e¥ui月X)耕作を行なうようになるo

コイスラーは、 「ポーランドの支配の下で、土地保有権の形成は経済的話力の支配に移り」、

「マルク共同体」の衰退がさらに進行したと述べるとともに、その衰退をうながした要因とし

て大土地所有と人口増加という2つの事情をあげる。とりわけ「マルク共同体」の衰退にとっ

て決定的だったのは、未占取のままに残っていた共同地の分割であり、持分権の確定であった。

例えば、 1749年にピリヤーチン市では共同地(牧草地)を成員間で分割し、各世帯に792尋×

13.5尋(1尋=3アルシン)の地片を「永久的保有」として分与し、文書には「人々の数に従っ

て」 (分割した)と記載した。コイスラーは、このような事例が小ロシアにおける通常の方法

であったと考え、 「各人の持分権が彼らの個人的土地保有の大きさに応じて測られる」ことが

確からしいと結論する。とはいえ、これによって共同体の生命力は尽きてしまったわけではな

い。それはなお残されている共同地の存在、土地を持たない者の地役権(入会権)、 「トロ-カ」

(TOJIOKa)などの慣行の中に生きている。このうち、トローカとは、小ロシアの村落に見ら

れる共同放牧地の慣行、または共同放牧のために実施される農家間での耕地片の交替の慣行を

意味する。この農耕方式の実施される村落では、トロ-カ(共同放牧地)が村落の耕圃(nojie)

から耕圏へと移動してゆき、それにともなって各農民世帯が耕国中に持つブロック(士地片)

の位置も移動する。しかし、コイスラーも認める通り、それは持分や耕地面積の変更を伴なわ

ない土地片の交替、しかも-排圃内の、多くの場合、一部の農家間の交替であり、大ロシア諸

県の村落で行なわれていたような世帯内の労働力「チヤグロ」 (T只rjio)や男性人頭(Ayma)
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の変化にともなう持分・面積の変更や「割替」 (nepeAeji)などと同じものと混同されては

ならない。ちなみに、トロ-カが大ロシア諸県の村落共同体で実施されている土地割啓と同じ

ものか否かという間組は、 1910年の勅令によって土地割替を行なっていない村落共同体が「区

画地的所有」に移行したものとみなすという宣言が出された後にも再び議論の対象となった

が、これに対して元老院は1913年に最終的な決定を下し、その中かで、トロ-カが各農民の持

分の量的変化を伴わない土地片の交替であり、経営力の均等化を目的とするものではないとい

う理由により、割替ではないと結論した川。

さて、このような小口シアに見られるような発展がより早い時期の西南部(右岸ウクライナ)

でも生じていたのではないだろうか。そして、それは大ロシア諸県で見られる発展とは著しく

異なるものではないか。これがコイスラーの主張である。ところで、西欧では、 7,-7ェ別に

もとづく農薬制度は社会制度全般に、とりわけ家族や相続のパターンに影響を与え、それと特

赦的な関連を有するようになったと考えられる。 18世紅末までにロシア帝国韻に編入された西

部地域でも、例えば北西部に位肥する沿バルト諸県やコヴノ県(1)トアニアのサモギティア地

方)では、 ′ト家族(単純家族)世帯、または奉公人の家族を伴う(家長の)小家族世帯という

バターンが一般的となっており、また一子相続制が普及していたことが知られている(I)しか

も、こうした慣習や制度は、その後の当該地域の農業発展、さらには経済発展に大きな影響を

与えたものと考えられる。

右岸ウクライナではどうだっただろうか?

そもそも16世記以降リトアニア大公国の諸地域に7-7ェ(wh5ka. BOJiOKa)が導入され

たとき、それは30モルゲン(viopr)ないし33モルゲン(如aMaHjicKa只　BOJIOKaでは、約

18デシャチ-ナ)を1 7-7ェとして土地測量を行ない、各農家に17-7ェづつの土地(屋

敷地・耕地)を相耗的に保有させ、それに対して義務(朕役または公租=ナンシュ)を課すと

いうシステムを創り出すことを目的とするものであった。それは大ロシア諸県の村落で行なわ

れていた制度、すなわち世帯内の労働力や男性人頭を土地と義務との配分基準とするチヤグ

ロ・システムや均等的な「土地割替」 (nepeaeji)のシステムとは著しく異なっている。し

かし、それでは、はたして右岸ウクライナでも、沿バルトやサモギティアで見られたのと同じ

ような家族や相続のバターンが観察されるのであろうかo

本稿では、以上のような開祖関心の下に、右岸ウクライナ(西南部)の家族の分析を通じて

農業・土地制度の実態に近づこうとするものである。以下で分析の対象とするのは、キエフ県

の西部に位撤する-領地で1835年に作成された「インヴェンタ-リ」 (課税台帳) lS)であるが、

まず最初にこの韻地の概要を示しておこう。
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I　ウラジーミル・ポトッキ-領の概要

ここで取り上げる領地は、キエフ県ロピヴェツ郡に位置し、ウラジーミル・ポトッキ-伯爵

の所有していた範地、ダシェフ・クリユーチ(11村と3部落)である。この韻地では1835年1

月8日に各村落別に「インヴェンタ-リ」 (課税台帳)が作成され、全農民牡帯の家族構成、

保有する土地両税と家畜数、公租などが記入され、またその他に各村落に住む「自由人および

シュラフタ(小貴族)」や「メステチコ」 (llecTenKo)に住むユダヤ人の世帯数、 「チンシュ」

(貨幣公租)、耕地・森林面積などが記載された。その概略は表1に示すとおりである。

表1　ウラジーミル・ポトッキーの領地の概略

村

村 落住民

(戸数)

本村 分村

自由人 と

シュ ラフ タ

(戸数)

ユ ダヤ人

(戸数)

面積 (フー フエ、モルゲ ン)

耕 地 森 林

volo ka m o rg v o lo k a m o rg

P a rak h o n o v k a 8 2 3

13 3

2 9 .0 5 43 .2 6

K u pc h in tsy 1 20 2 5 1 10 . 14 2 1.0 0

S h a be ln a 34 2 4 18 .0 9 44 . 14

P o lev o e 38 5 3 9. 26 1. 10

Z h a d a no v k a 8 1 18 10 80 . 10 14 .0 0

K a n te h n a 8 6 7 0 9 9 .26 2 2. 10

M es tD a sh e v 19 7 44 19 1 11 .15 64 . 21

Y a stru b itsy 9 8 2 1 7 7 .17 l l. 23

K o m lan a 1 15 0 7 3 .00 1 7. 17

K h n n ov k a 77 0 4 3 .2 1 114 . 15

K a ln ik a 120 27 3 6 1 18 .00 2 1. 15
計 1,04 8 . 89 2 13 133 80 0 .2 3 37 7.0 1

史料) Pn仏　4>.384, on.l.A.1530.(以下の表2-表8も同様。)

この表に示されているように、ポトッキ-領の村落住民の世帯数は1,137戸であり、その中

で最も多数の村落住民を擁する集落は、ダシェフ・メステチコであった。このメステチコには

また村落住民以外に「シュラフタ(小食族)および自由人」が19人おり、彼らはポトッキ-伯

府にチンシュ(貨幣公租)として680ズウオティ(zloty)を支払っていた。またメステチコに

は、旧町に103人、新町には30人、合計133人のユダヤ人が居住しており、総額1,429ズウオティ

の公租を支払っていた。これらの農民身分以外の住民(シュラフタとユダヤ人)についての詳

細な記載はなく、彼らの状態を詳しく知ることはできない。メステチコにはまた「額主の館」

rocno皿CKHH flONl)も置かれていた。しかし、農民が賦役義務を果たすことを指定されて

いた「貸主直営農場」 ((fcojibBapKa)はポレヴオエ村にあり、同村には多数の農場経営用の

施設が設置されていた。
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以下では、この表にあげた村落のうちジャダノフカ村(およびソラカ部落)と新・旧のダシェ

フ・メステチコの4集落における「村落住民」を取り上げることとする。

Ⅲ　4村落における村落住民の世帯のデータ

インヴェンタ-リは、村落住民の世帯と家族についてどのような姿を示しているだろうか。

まず家族規模を見ておこう。表2が示すように、 4村落の世帯の平均的な規模(家族成員数)

は7人ほどであり、そのうち労働年令にある人ローここでは16-60歳の両性人口を含めている

-は約3.7人、それ以外の若年者(15歳以下)と高齢者(61歳以上)とを合わせた人数は3.3人

となる。しかし、もちろんこれはあくまでも平均的な数字であって、実際には様々な規模とタ

イプの家族への分化が見られる。

表2　4村落における家族規模

村 落
平均家族規模 労働年齢者 家族規模 の範 労働年齢者の

(人) (人) 囲 (人/ 戸 ) 範囲 (人/ 戸)

メステチコ 旧ダシェフ 6.9 3.7 1 - 19 1 - 12

新 ダシェフ 7.3 3.8 1 ~ 26 1 - 18

ジヤダノフカ村 6.8 3.4 1 ~ 17 0 - 12

ソラカ部落 7.0 3.7 3 - ll 1 ~ 6

実際、表3からは、一方では、 1人住まいや2、 3人の小家族が存在しているが、他方では、

10人以上のかなり大きな家族が存在しており、また20人を超えるような大家族さえ存在してい

たことが知られる。しかも、こうした大家族に住む村落住民数の割合は大家族数の割合よりも

かなり高かったことは言うまでもない。

史料からは世帯の労働力構成を正確に把握することはできないが、表4に示したように、総

人口の約半数が労働力(労働年齢者)を構成していると考えることができる。ここからは、一

方には労働力を1人しか持たない世帯が存在するとともに、他方では5人を超えるような多数

の労働力を持つ世帯が存在していたことを確認することができる。

それでは村落住民の家族にはどのような形態が確認できるだろうか。ここでは、ピーター・

ラスレットの分類に従って(6)、世帯を[1] 「一人住まい」、 [2] 「非家族世帯」、 [3] 「単純

家族世帯」、 [4] 「拡大家族世帯」、 [5] 「多核家族世帯」、 [6] 「その他」の6つの群に区分

し、さらにこれらの群をさらにいくつかのグループに細分することとする。
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表3　世帯の規模と農民範噂

規 模
家 族 数

(戸 )

総 家 族 成 員

敬 (人 )

村 落 住 民 の 範 噂 (戸 ) e を持

つ 堆 帯

計

(戸 )a b C d e

1 8 8 0 0 0 0 3 0 3

2 12 2 4 0 0 2 1 4 0 7

3 2 1 6 3 0 1 10 3 3 0 17

4 45 18 0 0 2 2 5 12 4 0 43

5 54 27 0 1 5 2 5 18 3 0 52

6 6 1 36 6 0 9 34 15 2 0 60

7 5 1 35 7 2 14 2 8 5 0 1 49

8 25 20 0 4 7 10 2 0 0 2 3

9 33 29 7 5 7 13 7 0 0 3 2

10 18 18 0 3 4 9 2 0 0 18

ll 17 18 7 2 4 7 4 0 2 17

12 9 10 8 1 3 3 . 2 0 0 9

13 5 6 5 1 3 0 1 0 1 5

14 8 112 1 3 1 3 0 2 8

15 5 7 5 1 2 0 2 0 3 5

16 1 16 0 1 0 0 0 1 1

17 3 51 0 0 2 1 0 2 3

18 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19 1 19 0 0 1 0 0 2 1

22 1 22 0 0 0 1 0 0 1

26 1 26 0 0 0 1 0 3 1

37 9 26 26 21 6 5 1 70 80 19 18 3 55

注)村落住民の範噂

a)保有土地面積16デシャチ-ナの'parovye'(チヤグロ農民)

b)保有土地面積8デシャチ-ナの'poedikovye (チヤグロ農民)

C)保有土地面積4デシャチ-ナの'peshchie'(ペ-シー農民)

d) ogorodniki (水呑)

e) nedomniki (屋敷なし)
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表4　世帯における労働年齢者の分布

労働

年齢

家族数

(戸)

総労働年

齢者 (人)

村 落住民の範噂 (戸) e を持

つ牡帯

計

(戸)

0

a b C d e
0 1 0 0 0 0 0 0 0
1 19 19 0 0 2 . 3 4 0 9
2 114 228 1 7 59 29 ll 1 107
3 82 246 0 14 47 17 2 0 80
4 55 220 4 16

-
26 5 2 0 53

5 55 275 8 14 22 10 0 2 54
6 31 186 4 6 12 9 0 3 31
7 9 63 2 4 1 1 0 2 8
8 4 32 0 3 0 1 0 3 4
9 3 27 1 0 0 2 0 1 3
10 3 30 1 1 0 1 0 1 3
ll 0 0 0 0 0 0 0 ・ o 0

12 2 24 0 0 1 1 0 0 2
18 1 18 0 0 0 1 0 3 1
計 379 1368 21 65 170 80 19 16 355

注)村落住民の範噂は、全表に同じ。

表5　世帯の家族形態別分布

(単位:戸、人)

世 帯 の 類 型
旧 ダシェ フ 新 ダシェ フ ジヤダノ7 カ ソ ロ カ 4 村 落 計 同 %

家 成 員 家 族 成 員 家族 成 員 家 族 成 員 家 族 成 員 家 族 成 員

一 人 住 ま い
la 2 2 0 0 0 0 0 0 2 2 0. 5 0 . 1

1b 2 2 2 2 2 2 0 0 6 6 1. 6 0 .2

非 家 族 世 帯

2 a 0 0 2 9 2 5 0 0 4 14 1. 1 0 .5

2 b 4 18 0 0 0 0 0 0 4 18 1. 1 0 .7

2 C 0 0 1 7 0 0 0 0 1 7 0. 3 0 .3

単 純 家 族 世 帯

3 a 4 8 0 0 1 2 0 0 5 10 1. 3 0 .4

3 b 8 3 4 7 2 10 4 9 3 3 179 6 3 3 132 7 33 3 4. 8 27 .9

3 C 1 2 1 2 0 0 0 0 2 4 0 .5 0 . 2

3 d 4 18 5 ll 1 4 0 0 10 33 2. 6 1. 3

拡 大家 族 世 帯

4 a ll 5 7 2 ll 3 14 2 1 0 18 92 4 .7 3. 5

4 b 5 4 3 0 . 0 0 0 0 0 5 43 1 .3 1. 6

4 C 17 1 12 7 4 6 l l 65 4 2 6 39 2 49 10 .3 9 .5

4d 14 105 8 64 6 38 0 0 28 2 07 7 .4 7. 9

多 核 家 族 世帯
5 a 3 16 1 6 3 18 0 0 7 40 1.8 1 .5

5 b 19 13 5 6 6 1 9 73 1 8 3 5 2 77 9 .2 10 . 5

合 計 2 14 1,474 57 4 16 9 0 6 10 18 12 6 37 9 2,626 10 0 10 0
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*世帯の分類基準

1　-人住まい　　　la　寡夫

lb　未婚または結婚について不明

2　非家族性帝　　　2a　同居する兄弟

2b　他の同居する親族

2C　家族関係のない同居人

3　単純家族世帯　　3a　子供のいない夫婦

3b　子供のいる夫婦

3C　子供のいる寡夫

3d　子供のいる寡婦

4　拡大家族世帯　　4a　上向的拡大

4b　下向的拡大

4C　水平的拡大

4d　4a-4dの結合または他の拡大の形態

5　多核家族世帯　　5a　世帯主の上向的副次単位を含む

6　その他

5b　世帯主の下向的副次単位を含む

5C　世帯主の水平的副次単位を含む、親世代の成員がいる
5d　兄弟家族、親世代の成員はいない

5e　5a-5dの結合または他の形態の多核世帯
分類不能(3)

こうして作成した表5からは、次のような点が粥かとなる。

1. 「一人住まい」と「非家族世帯」とは4.6%を占めるに過ぎず、ごく少数であった。

2.核家族を中心とする「単純家族世帯」は39.2%であり、埠蝕の群としては、最も多数で

yera

3.それよりも拡大した大家族は56.1%であり、このうち「拡大家族世帯」は23.7%、 「多

核家族世帯」と「その他」は合せて32.4%である。このように大家族世帯が著しい割合を

しめていることが右岸ウクライナにおける村落住民の世帯の特徴である。

4.いっそう注目されるのは、 「多核家族世帯」 (複数の夫婦ユニットを持つ世帯)の中に、

親世代の夫婦と子世代の夫婦だけではなく、兄弟世代の複数ユニットを持つ世帯(結婚し

た兄弟からなる世帯)が多数存在していたことである。そのような横への拡大を特徴とす

る世帯(5C、 5d、 5e, 6)は21.4%であり、またそうした世帯に属する人数は全体の

3分の1 (33.9%)であった。

以上の概観からは、ウクライナ人の村落住民の世帯が小家族を原則とする西欧の多くの地域

やバルト諸県やコヴノ県(特にサモギティア)で見られた類型・バターンとは著しく異なって

いることが明瞭となるO　むしろ右岸ウクライナ人農民の世帯はロシア帝国中央部諸県における

ロシア入鹿民家族とまったく同じ特徴(大家族の普及)を示していることといってもよいであ

ろう。
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それでは、こうした家族のパターンと土地保有とはどのように関係していただろうか。ここ

では大ロシア諸県で見られたような世帯内における土地面積と人口(または労働力)との正比

例的な対応関係は、認められるであろうかO次にこの点を史料から読みとれる範関で検討して

おこう。

Ⅲ　村落の階層化と家族・相続との関連

史料(公租台帳)では、農民の土地に対する関係に関連して、次の5つの階層が区分されて

いる。

サ16デシャチ-ナの土地を保有する農民　チヤグロ農民(parovye)

b 8デシャチ-ナの土地を保有する農民　チヤグロ農民(poedikovye)

c 4デシャチ-ナの土地を保有する農民　ペ-シー農民

(d)水呑(ogorodniki)

(e)屋敷なし(nedomniki)

以上のうち、 (a)と(b)とは、相対的に広い耕地(17-7ェまたは1/27-7ェ)を保有す

るとともに、領主直営地での役畜をともなう賦役(nahiuhna)を兼務づけられている農民(チヤ

グロ農民、役畜持ちの農民)であり、この韻地では、前者は年間に182日ないし130日の耽役を、

後者は90Bの就役を為務づけられていた。一方、 (C)は零細な耕地( 1/4 7-7ェ)を保有し、

それに対する義務として領主直営地における役畜をともなわない朕役を義務づけられている農

氏(ベ-シー農民、つまり家畜を持たない、 「徒歩」の農民)である。ポトッキ一箱では、そ

の年Ptq賦役日数は12日であった。これに対して(d)と(e)とは、ともに耕地(7-7ェ)を保有し

ていない村落下層(したがって厳密な意味における「農民」ではない)に属するという点で共

通性を持つが、ただし(d)は「屋敷地・菜園地」 (ogorod)しか保有せず、そこで"ogorodniki''

(水呑)と呼ばれるのに対して、 (e)はそうした屋敷地・莱園地さえも持たず、それゆえ「屋敷

なし」ぐ'nedomnikiM)と呼ばれる階層であるという点で相違する1835年の課税台帳では、こ

れらの「屋敷なし」は37世帯記載されており、そのうち19世帯は個々の農民の世帯の中にその

一員として記載されており、残りの18世帯はすべての農民の記載の後に(台帳の末尾に)まと

めて記載されている。

ポトッキ-領におけるこれらの諸階層の村落人口の分布状態については、次の点を指摘する

ことができる。

1.村落住民の範噂のうち、耕地を保有する「農民」は、 379世帯のうちの約3分の2 (256

世帯、 67.5%)であり、その他の3分の1が耕地を持たない村落下層の人々、すなわち「水

春」 (80世帯)か「屋敷なし」 (37世帯)に属する。
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2. 「農民」のうち多数を占めるのは、耕地面積が4デシャチ-ナの役畜なしの「ペ-シー

農民」であって、より広い面接(8-16デシャチ-ナ)を持つ「チヤグロ農民」は22.7%

に過ぎない。したがって右岸ウクライナの村落では、土地面積から見ると、完全7-7ェ

を保有する農民はもちろん、 1/27-7ェほどの農民でさえも少数派となっており(そ

れぞれ5.5%、 17.2%)となっており、村落住民の多くは、 1/47-7ェの農民(44.9%)

や「水呑」 (21.1%)に属していたことが明かとなる。

それでは、こうした村落内の階剛ヒと土地保有は家族のパターンとどのように関係していた

だろうか。

表6　家族類型と村落住民の範噂

秤
合計

(戸)

村落住民の範噂 (戸) e を持

つ世帯

計

(戸 )a b C d e
1a 2 0 0 0 0 2 0 2

lb 6 0 0 0 0 1 0 1

2a 4 0 0 0 0 0 0 0

2b 4 0 1 1 0 2 0 4

2C 1 0 0 1 0 0 0 1

3a 5 0 0 2 1 2 0 5
3b 132 3 21 67 27 8 1 126

3C 2 0 0 0 0 2 0 2

3d 10 0 0 3 2 0 0 5

4a 18 0 2 9 7 0 0 18

4b 5 0 1 3 1 0 0 5

4C 39 0 6 26 6 1 0 39

4d 28 1 3 17 5 1 1 27

5a 7 0 0 5 2 0 0 7
5b 35 5 12 ll 7 0 0 35

5C 7 1 2 2 1 0 1 6

5d 26 6 7 9 4 0 1 26

5e 47 5 10 14 16 0 14 45

6 1 0 0 0 1 0 0 1
節 379 21 65 170 80 19 18 355

表3、表4、表6から認めることができるのは、以下の諸点である。

1.まずチヤグロ農民のうち(a)の世帯の多くは、多数の労働力を擁する大家族、しかも「多

核家族世帯」 (5b、 5d、 5e)に属することである。すなわち複数の家族ユニットと多

くの労働力(16-60歳の年齢者)を有する大家族が広い耕地と多くの役畜を保有していた

ということができる。とはいえ、逆に、大家族が必ずしも経営的に上位の層に属するわけ

ではない。
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2.これとは対故的に、 (e)の屋敷地を持たない村落下層は、概ね「一人住まい」や「非家族

世帯」、 「単純家族世帯」などに集中している。

3.その他の中間的な村落階層(b), ;c), (d)は、小家族にも大家族にも、また「単純家族世帯」、

「拡大家族世帯」および「多核家族世帯」 (3b-5e)にも見られる。例えば(b)は「多核

家族世帯」にも認められるが、 「単純家族世帯」にも存在しており、 (d)もまた「単純家族

世帯」にも「多核家族世帯」にも存在している。

かくして土地保有面積から見た経営の階層化や分化はある程度まで家族のバターンと関係し

ており、大家族が多くの土地を保有していると傾向が認められる。しかし、それは傾向として

認められるとしても、大ロシア諸県の村落のように強い相関関係を有していたかどうかはかな

り疑問である。事実、大ロシア諸県では、同様の史料(世帯別の台帳)が示すように、 「チヤ

グロ」 (結婚した夫婦や成人男性、すなわち労働力)や実在男性人頭に対して義務が課され、

土地(分与地)が付与されていたため、経営の分化はかなりの程度に「人口論的分化」 (チヤ

ヤーノフ) (7)として説明できるのであるから、このことは強調してべきであろう。

残念ながら、ここで利用する史料は、 1835年の課税台帳に限られており、ポトッキ-領の村

落住民の世帯に生じた動態的な変化を詳しく知るための情報を提供していない。しかし、 1835

年の調査では、前回の調査時(時期は明示されていないが、第7回の納税人口調査の実施され

た1815年前後か?)の世帯番号が記されているため、世帯に生じた「実体的な変化」 (登場、

消失、分割、結合など)をある程度までは知ることができる。

表7　前回の調査から1835年までの間に世帯に生じた変化

変化 の種 類 前 回 (戸 ) 今 回 (戸 ) 平均 家 族 規模 (人)

実 質 的 変 化 の ない 世 帯 93 9 3 6. 9

新 た に登 場 した世 帯 (融 合 は 除 く) - 10 6. 3

消 失 した世 帯 45 - -

分 割 した世 帯 46 - -

分 割 に よ って 生 ま れ た 世 帯
- 82 6 .2

結 合 に よ って 生 じた 世 帯
- 27 8 .6

計 184 2 12 7 .0

表8　世帯の実質的変化(結合、分割、登場)と階層化

変化の種類
18 35年 に属する村 落階層 (戸、% ) 計

(戸 )a b C d e
変化 な し 6 (5 .9 )

9 (10.7)

13 (12.9

6 22.2

4 0 (39.6) 2 1 20.8 12 11.9)

6 7 . 1

10 1 (100

新た に登場 した世帯 9 90.0 1 10.0) 10 (100 )

結合 した性帯 15 (55.6 6 (22.2 2 7 10 0)

分割で生 じた世帯 18 21.4 4 1 (48.8) 10 12.3 8 4 (10 0 )

計 15 3 7 105 3 8 18 2 12
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表7と表8は、 「前回の調査」から1835年の間に生じたであろうと推測される「実体的な変

化」を示すものである。ここから次のような点が明かとなる。

1.消失した世帯

史料からは、消失した世帯の存在が認められるが、どのような世帯が消失したかについ

ては知ることができない。

2.新たに登場した世帯

新たに台帳に登場したと思われる世帯は12戸であり、このうち10戸がその後の変化を経

験せずに台帳に記載されているが、 2戸はその他の世帯と結合した。前者の10戸の平均世

帯規模は6.3人であり、平均的な家族と比べてわずかに小さい。

3.分割された世帯

台帳は、前回の調査時に数えられた世帯のうち46世帯が分割され、多数の新たな世帯が

形成されたことを示している。こうして生まれた世帯の一部はふたたび他の世帯と結合し

たが、 82世帯は分割後にはその他の実体的な変化を経験せずに(そのままの状態で) 1835

年の台帳に記載されている。この82戸は、成員数から見ると、平均的な家族(実質的な変

化を受けなかった世帯)より0.8人だけ小さく、 6.2人となっている。これは、言うまでも

なく、小家族が大家族に成長しある規模にまで達すると分割され(2　　分)、より小さ

な家族世帯に移行するという人口統計学的な過程を示している。しかし、分割によって形

成された家族の規模がそうでない家族の規模に比べてそれほど小さくないということを考

慮すると、分割された家族がかなり大規模な家族であったことが推測される。

4.結合(融合)によって生まれた世帯

一方、以前から存在していた世帯や分割した家族、新たに登場した家族などの「結合」

によって生まれた世帯は27世帯を数える。その平均規模は8.6人とかなり大きく、しかも

多核家族世帯の形態を取っているものがほとんどである。

以上のように、村落社会やそれを構成する世帯は安定的に存緩するというイメージを与

えるにもかかわらず、実際には家族・世帯は成長と拡大、分割、消失、結合という諸局面

をともなう、かなり複雑な人口統計学的過程を経験していたことがわかる。

こうした変動の諸局面は村落住民の土地保有とどのようにかかわっていただろうか。史

料から推測することができるのは、次のような点である。

1.実体的変化を経験しなかった世帯

実体的な変化の生じなかった世帯は、すべての階層(チヤグロ農民、ペ-シー農民、水

春、屋敷なし)に存在する。

2.新たに登場した世帯

これに対して、 1835年の台帳に新たに記載された世帯(したがって当該村落の外部から

やって来たと推測される世帯)は、ペ-シー農民がほとんど(9戸)であり、ただ1世帯
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だけが水春に属している。これらの世帯がどのように土地を取得したのか史料からは明ら

かにしえない。

3.結合(敵合)によって生まれた世帯

前回の調査から1835年にかけて結合によって生まれた世帯はかなり大きな規模の家族で

あり、階層的にはチヤグロ農民(aXb)もその中に含まれているとはいえ少数であり、多くの

世帯はペ-シー農民(C)と水春(d)に属する。その理由は、結合して新世帯をつくらなければ

ならなかったのはもともと経営力の脆弱な世帯であったためであり、それらの陛帯の土地

や家畜の数丑は一緒になっても限られていたためと考えられる。

4.分割された世帯

前回の調査から1835年までに分割によって生まれた世帯にも、すべての村落階層(チヤ

グロ農民・ペ-シー農民、水春・屋敷なし)が含まれている。これらの世帯(48世帯)が

1835年に属していた階層は、次の通りである。

同じ農民階層に属する場合(15世帯)

aXa), (cXc), (cXc), (cXc), (cXc), (cXcXc), (cXc)

異なる農民階層に分かれている場合(12世帯)

>Xb), (aXc), (aXc), (bXc), (bXc), (bX<0

農民と水春に分かれている場合(10世帯)

(bXd), (cXd)、 cXd), (cXcXcXd)

農民と屋敷なしに分かれている場合(9世帯)

>XcXe), (bXe), (bXe), (cXe)

水春と屋敷なしに分かれている場合(2世帯)

dXe)

これらの事例が示すように、一方では、分割によって生まれた複数の世帯が同じ農民階層に

属する場合もあり、異なる農民階層に属する場合も見られるが、他方では、農民と村落下層に

分化している場合も見られる。農民への土地配分は、一般的には、農民家族における相鏡と分

割によって、また村落共同体の土地配分桟能によって決定されていたと考えられるが、ここで

は史料的制約により、その具体的姿を示すことはできない。ただし、従来、この地域では次の

ような法や慣習とが一般的に行なわれていたようである脚。すなわち、世帯主は当該共同体の

領域内で2つのペーシー区画地(neiuHH ynacTOK)を超える土地を持つことが出来ず、ま

た土地片の分割はその共同体に存在する最小のペ-シー区画地よりも小さな区画地が生じない

限りで許されることとなっていた。 ′トロシアと同様に、ここでも、村落共同体は、共同体の指

図を受けるベ-シー農民と水春に「追加地」 (皿oGaBOMHbifi ynacTOK)を与え、完全な構

成に戻してやらなければならなかった。その際、共同体は、この追加地を相続的利用としてか、

それとも一時的にのみ、しかも、新たに形成される土地なしの家族、あるいは水春を便過して
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共同体成員に譲り渡すことができた。ただし、相続的利用として与えられた追加地は分割を禁

止された(9)要するに、村落住民の土地配分は、世帯における相続と分割、結合(融合)、共

同体からの追加地の付与などによって決定されたことになる。

ちなみに、本稿の分析した台帳が作成されたのち、 1847年5月26日の規則および1848年12月

29日の「インヴェンタ-リ規則」では、 「ミール地」 (MHpCKa只3e¥ui只)、すなわち農民の利

用している土地やインヴェンタ-リに記載されている土地は変更してはならず、不可侵である

ことが宣言された。ただし、その際、経営(世帯、家族)内の「農民数」が増加し、その分割

が必要となれば、許可されるが、それには「新たに形成される経営(世帯)」をチヤグロ農民

か半チヤグロ農民(ペ-シー農民)のいずれかとすること(したがってインヴェンタ-リに指

示されている用益地を付与すること)が条件とされていた。この規則は、もし半チヤグロ区画

也(ペ-シー区画地)を分与するための土地フォンドが不足しているような場合には、分割は

許可されないのか、それとも「新たに形成される」世帯が村落下層(水春や奉公人ァ06buib)

に移ることが予定されているのかという点については黙している。しかし、この分与地の追加

の規定は1861年の農奴解放立法によって完全に葬り去られた。この立法は、西部諸県の農民に

対して、いまや世帯の相続財産となる分与地を戸主の個人的財産であると規定し、またその分

割については、最低基準面積に達しない部分への分割を禁止するという原則をかかげた。しか

しながら、こ.の立法の分割に関する規定は遵守されなかった。農奴解放時から20世紀初頭の時

期に帝国内のいたる地域で人口の激しい増加とともに土地の分割と零細化が進み、政府がそう

した分割のもたらす結果と当時の農業・土地問題との本質的な関係を問いはじめたとき、ロシ

ア中央部諸県だけでなく、右岸ウクライナもまた問題の地域の一つとなったのである。

むすび

以上、右岸ウクライナにおける村落住民の世帯と家族のあり方を検討し、またごく限られた

範囲においてであるが家族のあり方と階層化との関連について分析し、その結果、右岸ウクラ

イナでは、ドイツやロシア帝国内の沿バルト地域、コヴノ県(サモギティア)などとは著しく

相違し、かつ農業共産主義的な耕地共同体を特徴とする大ロシア諸県の家族パターン(表9参

照) (10)に類似して、大家族(結婚した兄弟家族の同居)の広範な存在が特徴的であったことを

明らかにすることができた。西方から7-7ェ制をはじめとする農業制度を導入したという歴

史的な事実にもかかわらず、ウクライナ人の農民家族とドイツなどの農民家族との間には大き

な類型(タイプ)の相違がある。しかし、他方では、右岸ウクライナの村落農民の土地に対す

る関係は、大ロシア諸県の村落農民のそれとはかなり異なっていた。すなわち農民の分与地は

基本的に相続的に保有されており、世帯の労働力および人頭の構成の変化によって頻繁に弾力

的に変動することはなく、ただ世代の交代にともなう相続と家族分割、結合(融合)などの機
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会に際してのみ、新たに形成される世帯への土地配分が問題となり的、また共同体からの「追

加地」の授与が問題となったように思われる。

この最後の側面については、より立ち入った実証的な考察を行なうことが必要であり、とり

わけ時系列的な史料にもとづいて世帯の動態的な変化を描き、家族史と農業史の本格的な関連

を分析することが必要となるだろう。しかし、この点の本格的な分析は次の機会を期したい。

表9　モスクワ県の村落住民の世帯(1834年)

村落 範噂
世帯数
(戸)

家族成月数 (人) 平均 家族規

模 (人 ′.戸)

家 族 規模 の

範囲(人 ′一戸 )男性 女性 計

Spasskoe 農民 32 118 114 232 7.3 2 - 14

Lopakova 農民 69 263 318 581 8.4 1 - 16

K ostm arov a 農民 85 330 364 694 8.2 1 - 22

V erkhovhano 農民 35 160 156 316 9.0 1ー24

Posykina 農民 57 213 199 412 7.2 2 - 16

Levonteva 農民 95 308 381 689 7.3 2 - 20

史料) PfAOA, 4>.1262, on.l.n.5466, on.6,a.173.

注

(i) a.a.恥IieHKO,K)3K}lan Pycb.016.1905. c.386.
(2) Johannes von Keussler. Zur Geschichte und Kritik des b謹uerlichen Gemeindebesitzes in Russland,

Dritter Theil. St. Petersburg. 1887,S. 105-126.小ロシアにおける旧い土地保有形態(シャープル的土

地所有)については、ルチッキーの次の論文を参照　H.JlyMMUKHH. C只6pbl II C只6pnHHoe

3eMJieBJiaAetme B h血jiopoccini, CTI6.. 1889.

(3) *.1291,on.120,n.17.-連の共同体では、 2-4年おきにトローカの交替が実施され、その際、林

間における戸主のブロック(no/iocbi)も交換されたが、ブロック教と分与地の面積は不変であった。

元老院の決定は次のように述べる。 「トロ-カ的経営方式を持つ共同体では、 ・ ・ ・トローカの交替

は、ミールの家畜を兼うために-耕園の交替に帰着するだけであり、しかもトローカの耕作に際して

は、個別の戸主の耕蝿の移動に帰着するだけであり、そのような移動は決して義務的ではない。とい

うのは、実際の境界線は非常にしばしば全体に維持され、耕区の均質を考慮した個々の戸主の経営力

の均等化の性格を持たないからである。」

(4)沿バルトおよびコヴノ県(サモギティア)を含むリトアニア、白ロシアについては次を参照されたい。

Andrejs Plakans, Serf Emancipation and the Changing Structure of Rural Domestic Groups in the

Russian Baltic Provinces: Linden Estate. 1797 - 1858, Households, Comparative and Historical

Studies of the Domestic Group, Univ. of California Press, 1984 ', Werner Conz, Agrarverfassung

und Bevdlkerung in Litauen und WeiBruBIand. 1. Teil. Die Hufenverfassung im ehemaligen

GroBfiirstentum Litauen, Leipzig, 1940.なお、ロシア諸県の大家族については、 Peter Czap, Jr, Mar-

riage and the Peasant Joint Family in the Era of Serfdom. Households. Comparative and Historical

Studies of the Domestic Group, Univ. of California Press, 1984 ', Peter Czap. Jr. A large family:

the peasant-s greatest wealth : serf households in Mishino, Russia, 1814 - 1858, Family forms in
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historicEurope. Cambridge, 1983.なお、佐藤芳行r帝政ロシアの農業問題j (未来社、 2000年3月)

M等現」ral脳己Enara

(5) PrMA.ci).384, on.l,A.1530.本稿の利用した史料は、ロシア国立歴史アルヒーフ(Pn仏、サンタ

ト・ベテルプルク)に所蔵されている。この課税台帳が作成された領地は、ロシア政肝によって没収

されたため(理由は不明)、内務省に所蔵されることになったようであるC

(6) P　ラスレット(PeterLaslett) Iヨーロッパの伝統的家族と牡帝」、リブロポート、 1992年、 42-43ベ-

ンo

(7)ロシア精県における領地の課税台帳(PeBiicKa只CKa3Ka)の世帯別調査(no且BopHbie onucii)に

示されているように、農民世帯内の労助力を基準として土地が分与されるのが通常の方法であった。

例えば、リヤザン県ミシノ村では、恥1の世帯に合計2チヤグロが配分されており、その内訳は、

ステバン(55歳、既略)に1/2チヤグロ、息子フョードル(23歳、既婚)に1チヤグロ、セミョ一一

ン(14歳、未賂)に1/2チヤグロ、であった。 PTAflA, 4>.1262,on.l,a.5466,on.2,A.63.な

お、 「人口亀的分化」については、 A.V.チヤヤーノフ　r小農経済の原理(増訂版)j (磯部秀俊、杉

野忠夫訳)、大明堂、 1956年、 29ページを参照。 「家族の存綴年令と大いさとは、著しく、決定的に

と云ってもよいほどに、その経済活動の規模に影響を及ぼすものである」Oただし、チヤヤーノフも

指摘するように、この概念は「社会的分化」の概念を必ずしも排除するものではない。

(5) Johannes von Keussler. Zur Geschichte und Kritik des Bauerlichen Gemeindebesltzes in Russland,

Dritter Theil, St Petersburg, 1887,S.99-100.コイスラーの紹介によれば、小口シアの3県の土地保

有に関するルチッキーの研究は次のようにまとめられるOすなわち、そこでは、ペ-シー区画地が農

民の土地保有の基準となっていた。農民地を領主の下にある土地から区切るための基礎として確定さ

れたようなベ-シー区画地の耕地持分の最大面積は、チェルニゴフ県の3地域では4,6,7デシャチ-

ナであり、ポルタヴ7・県ではでは4.5デシャチ-ナであり、バリコフ県では4.5、 5,6,7デシャチ-ナ

であったが、多くの農民はこれらの東大面積を保有していなかった。しかし他方では、農民がもっと

広い土地を保有する場合もあった。このベ-シー区画地を超える土地余剰は、法律では追加地と呼ば

れ、この退加地の付け加えられたペ-シ-区画地をチヤグロ区画地にした。小ロシアの法律は、そこ

でいわれているような相続的分割の場合にのみであるが、ペ-シー区画地を維持しようとして、農民

区画地が次の場合にのみ分割できると規定した。すなわち、 (分割によって生まれる)両部分の各々

が当該地域に定められたペ-シー区画の最大面積の半分を下まわらない場合である。そこで、農民区

画地、しかも水呑区画地またはベ-シー区画地については、共同体はそれらを完全な構成に、つまり

不分割のままにしておかなければならなかった。他方、チヤグロ区画地が分割される場合には、共同

体はいわゆる「追加地」を水春に分割し、そこから新しいベ～シー区画地を創り出すことができたO

また共同体は、土地なしの共同体仲間のために水呑区画地を創り出してやるため、自分の共同体地か

ら小地片を割いてやることもできた。農民の土地保有の過度の集中を妨げるための規定は、この地域

には存在しなかった。

(8) Johannes von Keussler, Zur Geschichte und Kritik des Bauerlichen Gemeindebesitzes in Russland.

Dntter Theil, St Petersburg, 1887. S. 100.

(9)モスクワ県の抹税台帳(PenliCKa只Cna3Ka)による　PfAEIA. <t>.1262, on.l.皿.5466, on.6, n.173.

(10)ちなみに、農奴解放後には土地の相続的分割が頻繁に実施された1880年代に内務省地方珠が「良民

家族の分割について」調査を実施したとき、右岸ウクライナのヴオルイ二,キエフ、ポドリアの各県

でも、家族分割と土地(分与地)の分割が進み、土地の零細化が進行していることが示された。 1874

年から1884年の10年間における良家戸数の増加率は、キエフ県で26.4%、ヴオルイニ県で23.9%、ポ
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ドリア県で19.3%であった。 pruA,申.1291, on.38, a.20-I.c.39-40,57-58,61.

(ll)なお、サンタト・・ベテルプルクとトリエステとを結ぶ宗教上の境界線の東西における家族のあり方の

本質的な相通を親調するJohn Hajnalの見解を念頭においている。また同様に西欧の共同体・家妖の

「7-7ェ原理」とロシア等の緒地域における共同体・家族の「ドヴオール原理」とを対比的に把え

る肥前栄一氏の見解を前櫨としている。肥前栄一rドイツとロシアj未来社、 1986年、 390ページ以

下。ここでは詳論できないが、農奴解放後の内務省の統計資料は、晩輪および多い未婚者というバター

ンがロシア帝国では、沿バルトとサモギティアにのみ当てはまる可能性があり、他方、早婚および少

ない未婚者という「東欧的な人口統計学的バターン」がロシ7諸県だけでなく、ウクライナにもあて

はまることを示している。またこうした相違が経済にどのような影響を及ぼすかについては、とりあ

えず拙著r帝政ロシアの農業開祖」 (未来社、 2000年3月)を参照されたいO

追記)本稿は、 2002年度の文部科学省科研費Cによる研究の一部である。なお、 1999年度

に北海道大学スラブ研究センターで客員助教授として研究する機会を与えていただき、農村共

同体史および家族史の比較論的研究を行なうことができた。本稿の着想の一部はこの時のもの

である。ここに記して感謝の意を表する。
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